
平成 29(2017)年９月８日 

 

岩手震災復興支援本部 

 

 

UR都市機構は岩手県の要請を受け災害公営住宅を建設  

～内陸部の災害公営住宅建設事業（盛岡市（仮称）南青山アパート）～ 

 

記 

 

１ 概要 

岩手県が新たに整備を計画している内陸部の災害公営住宅（県営６地区）について

は、８月までに仮入居募集の受付が全て完了したところです。 

そのうち、（仮称）南青山アパートについて、９月５日付で岩手県より、同８日付

で盛岡市よりＵＲ都市機構に災害公営住宅建設の要請があり、ＵＲ都市機構はこれを

受諾しました。建物完成は２０１９年度の予定です。 

 

２ 地区概要（位置図 別添１） 

盛岡市南青山地区 

・建設戸数 約 112戸 

・事業期間 2017年度～2019年度（予定） 

・地区面積 約 1.2ｈａ 

 

３ その他 

・建設要請書（別添２） 

・東日本大震災におけるＵＲ都市機構の復興支援（別添３） 

・（参考）ＵＲ都市機構ホームページ http://www.ur-net.go.jp/saigai/ 

 

 

 

以 上  

 

 お問い合わせは下記へお願いします 

 

独立行政法人都市再生機構岩手震災復興支援本部 

総務企画部総務企画課（広報担当） 

（電話） ０１９－６０４－３０２５ 

http://www.ur-net.go.jp/saigai/


位置図（盛岡市南青山地区） 
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区域図（盛岡市南青山地区） 
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Ｈ24.1

Ｈ24.2

Ｈ24.3

Ｈ24.9

Ｈ24.10

Ｈ25.8

Ｈ26.3

被災自治体の復興計画策定支援等のため、
1県18市町村に延べ62名を派遣

ＵＲ賃貸住宅（延べ970戸）の提供
応急仮設住宅建設用地（約8ha）の提供
応急仮設住宅建設支援要員（延べ181名）、
宅地危険度判定士（3名）の派遣

復興支援と、さらに安全・安心なまちづくりを目指して

独立行政法人都市再生機構
（ＵＲ都市機構）
理事長　中島　正弘

岩手県山田町と初の覚書交換

宮城県塩竈市から初の災害公営
住宅の建設要請

宮城県女川町とパートナーシップ
協定締結

陸前高田市高田・今泉地区で初の
事業受委託契約締結

女川町中心部・離半島部地区で

ＣＭ方式を導入した工事発注、業
者決定

大槌町大ケロ地区でＵＲ第一号と
なる災害公営住宅が竣工

復興市街地整備事業22地区すべ
てで工事着手

宮城・福島震災復興支援本部
（福島復興支援部は、いわき市内に設置）

岩手震災復興支援本部

野田村

宮古市

山田町

大槌町

釜石市

大船渡市

陸前高田市

気仙沼市

南三陸町

女川町
石巻市

東松島市

名取市

塩竈市

多賀城市

新地町

大熊町

浪江町
双葉町

いわき市

桑折町

須賀川市

鏡石町

盛岡市

仙台市

福島県

岩手県

宮城県

福島県

・・震災復興支援本部（盛岡市、仙台市）
事業の統括、設計、工事発注、契約手続を行います。

・・復興支援事務所（12箇所）を設置する自治体
現地に事務所を設置し、市街地整備、住宅整備を推進します。

・・復興まちづくりを支援する自治体
主に震災復興支援本部を拠点に、市街地整備、住宅整備、
事業コーディネート、人的支援等を行います。

1

※主なトピックを抜粋

ＵＲ都市機構は、現地４５０名体制で復興支援に取り組んでいます。

復旧支援

復興計画策定支援

復興まちづくり支援

　東日本大震災により被災された皆様に心からのお見舞いを申し上げます。

　ＵＲ都市機構では、発災直後より被災地へ職員を派遣し、復旧・復興活動に取り組んでまいりました。現

在、当機構の技術力、住宅・まちづくりの実績・ノウハウを活用し、安全管理、品質管理に努めつつ、現地

450名を超える体制で復興市街地整備や災害公営住宅の建設等を着実に進めてきています。

　平成28年度から「復興・創生期間」という新しいステージに入り、ハードの進捗だけではなく、ソフト面での

きめ細かい対応も求められています。当機構としても「まちに人が戻る」ことを目指して、中心市街地の再生

やコミュニティ形成の支援などにも積極的に取り組んでまいります。

　引き続き、被災された皆様が一日でも早く安心した生活を送れるよう、全力をあげて復興支援に取り組

み、より安全・安心なまちづくりに貢献していきます。

Ｈ27.3

Ｈ27.5

ＪＲ女川駅周辺まちびらきを宣言

ＪＲ仙石線が全線開業

Ｈ28.2 釜石市花露辺地区が事業完了

400名
Ｈ26.4

Ｈ25.4

２本部体制に組織改編
現地復興支援体制を強化

303名

Ｈ23.3

Ｈ23.4
17名

岩手県下への派遣開始

Ｈ23.11

59名

福島県下への派遣開始

Ｈ24.4

172名

現地に専任チームを配置

Ｈ23.7
37名

宮城県下への派遣開始
バックアップ体制の強化

東日本大震災

Ｈ28.4

446名

現地復興支援事務所を設置

工事量、業務量がピークである中、
事業進捗状況にあわせて体制を整備

※Ｈ29.2   455名
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※Ｈ29.2   455名

  ＵＲ都市機構の復興まちづくり支援地区

自治体 市街地整備事業 災害公営住宅建設 コーディネート等

事業受託地区 計画

面積

事業期間
（年度）

※清算期間除く

要請地区
（下線は完成地区※一部完成地区含む）

計画

戸数

岩
手
県

野田村 土地区画整理事業

コーディネート（城
じょう

内
ない

）

宮古市 田
た ろ う

老 45ha Ｈ24～28

鍬
く わ が さ き

ケ崎・光
こ う が ん じ

岸地 24ha Ｈ25～29

山田町 大
おおさわ

沢 19ha Ｈ24～28 大浦（大
おおうらだい

浦第１）、大浦（大浦第２）、山田（山田中央）、

織笠（織
おりかさあとはま

笠跡浜）、

大
おおさわしょうがっこうわき

沢小学校脇、下
しもじょう

条

208戸

山
や ま だ

田 56ha Ｈ24～30

織
おりかさ

笠 13ha Ｈ24～28

大槌町 町
まちかた

方 40ha Ｈ24～29 大
お が く ち

ケロ、屋
や し き ま え

敷前、大
お が く ち に ち ょ う め

ケロ二丁目、柾
まさない

内、町
まちかた

方（末
すえひろちょう

広町）、

寺
て ら の

野、町
まちかた

方（御
お し ゃ ち

社地）、町方（本
ほんちょう

町1・上
かみちょう

町）

243戸 工事発注支援

（浪
なみいた

板等5地区）

釜石市 片
かたぎし

岸 23ha Ｈ24～30 花露辺、鵜住居、片岸 152戸

鵜
う の す ま い

住居 60ha Ｈ24～30

花
け ろ べ

露辺 2ha Ｈ24～27

大船渡市 大
おおふなとえきしゅうへん

船渡駅周辺 36ha Ｈ25～31 宇
う つ の さ わ

津野沢、赤
あかさわ

沢、上
うわやま

山、平
たいらばやし

林、川
か わ ら

原、蛸
た こ の う ら

ノ浦、所
ところがよいひがし

通東、

山
やまぐち

口、川原その２、泊
と ま り

里、後
の ち の い り

ノ入、大
おおほら

洞、杉
すぎした

下、崎
さきはま

浜

227戸

陸前高田市 今
いまいずみ

泉 112ha Ｈ24～30 下
し も わ の

和野、水
みずかみ

上、大
お お の

野、田
た ば た

端、長
お さ べ

部、今泉 269戸

高
た か た

田 186ha Ｈ24～30

宮
城
県

気仙沼市 鹿
し し お り

折 42ha Ｈ24～29 南
なんごう

郷、四
し た ん だ

反田、鹿折、南気仙沼、気仙沼駅前 1,033戸 工事発注支援
（漁業集落防災機能強化事
業19地区等）南

みなみけせんぬま

気仙沼 33ha Ｈ24～29

南三陸町 志
し づ が わ

津川 111ha Ｈ24～30 入
い り や さ く ら ざ わ

谷桜沢、歌
う た つ な た り

津名足、志津川東（第１）、

志津川東（第２）、志津川中央

432戸

女川町 中心部 218ha Ｈ24～30 女川町民陸上競技場跡地、女川駅北、ず
ず い ど う

い道、

荒
あらだて

立・大
おおみち

道①、荒立・大道③、西区

561戸 戸建災害公営住宅買取事業
を技術支援

離半島部 54ha Ｈ24～30

石巻市 新
しんかどのわき

門脇 24ha Ｈ25～29 大
おおかいどうにし

街道西二丁目、泉
いずみちょう

町四丁目、大街道北二丁目、

中央一丁目、駅前北通り一丁目、中
なかさと

里一丁目、

不
ふ ど う ち ょ う

動町二丁目、中央一丁目南、門
かどのわき

脇

436戸 ・工事発注支援
 （半島部46地区）
・事業推進技術支援
 （市街地部）
・市街地整備事業の検討

東松島市 野
の び る ほ く ぶ き ゅ う り ょ う

蒜北部丘陵 92ha Ｈ24～29 東矢本駅北、野蒜北部丘陵 477戸

東
ひがしやもとえききた

矢本駅北 28ha Ｈ24～28

塩竈市 伊
い ぼ い し

保石、錦
にしきちょう

町、浦
う ら と か つ ら し ま

戸桂島、浦
う ら と の の し ま

戸野々島、浦
う ら と さ ぶ さ わ

戸寒風沢、

浦
う ら と ほ お じ ま

戸朴島、清
し み ず さ わ

水沢、錦
にしきちょうひがし

町東

355戸

多賀城市 桜
さ く ら ぎ

木、鶴
つ る が や

ケ谷、新
に い だ

田、宮
みやうち

内 532戸

名取市 下
し も ま す だ

増田、高
たかやなぎつじ

柳辻 100戸

福
島
県

福島県 内
う ち ご う み や ま ち

郷宮町、小
お な は ま お お は ら

名浜大原、泉
いずみまちほんや

町本谷、北
き た よ し ま な か が わ ら

好間中川原、

勿
な こ そ さ か い

来酒井

732戸

新地町 愛
あたごひがし

宕東 30戸

桑折町 桑
こ お り え き ま え

折駅前 47戸

浪江町 復興拠点等の技術支援

双葉町 復興拠点等の技術支援

大熊町 事業計画策定支援

（大
お お が わ ら

川原）

須賀川市 市街地再開発事業支援

（須
す か が わ し

賀川市八
はちまんまち

幡町）

鏡石町 復興まちづくり事業計画策
定

いわき市 薄
うすいそ

磯 37ha Ｈ24～29

豊
と よ ま

間 56ha Ｈ24～30

24自治体 計22地区 約1,300ha 計85地区 5,834戸 （Ｈ29.2.1時点）

2



・移転する高台又は嵩上げする市街地の測量、
　地盤調査の後、基本設計・造成計画を策定
　します。

・自治体の住民意向調査を支援します。
 （説明会資料作成、運営、事業説明等）

地権者への説明会や個別協議を重ね、換地設計、
補償調査・算定、起工承諾等の調整を行います。

ＣＭ方式※等により、建設業者に工事を発注し、
工事全体の監理・調整、検査を行います。
（※８ページ参照）

道路・住宅用地など整備が急がれる用地から
段階的に完成させ、自治体に引渡します。

・国及び自治体からの
　要請に応じ、技術的
　支援を行います。

区画整理審議会（女川町）

大量土搬出のため設置されたベルトコンベア（陸前高田市）

造成中の高台見学会の様子（山田町）事業説明会（女川町） 

自治体が行う交付金申請、法手続等を
支援します。（資料作成、審議会運営補助等）

Ｕ

Ｒ

薄磯地区（いわき市）

土地区画整理事業、防災集団移転促進事業等により、被災した市街地の嵩上げや高台に住宅地の整備を行います。

復興市街地整備事業

復興計画策定

復興計画策定 住民意向調査

業務委託

調査・設計、事業計画策定 地権者調整等 宅地完成・引渡し

事業手続

工事発注・監理

業務委託
宅地引渡し

地元合意形成 交付金申請 法手続

まちびらき
移転補償

個別地区の
事業計画策定

個別地区の事業推進事業計画
決定

事業完了

ー被災自治体からの委託により、ＵＲが安全な市街地を整備しますー
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建設用地を選定し、建設戸数
及び事業期間を定め、ＵＲに
要請します。

完成後、自治体に一括譲渡します。建設用地の測量、地盤調査等を行い、
住宅の基本設計を行います。

基本設計に基づき、工事の実施に
向けて必要な詳細事項を確定します。

造成・建設工事を発注し、工事全体の
監理・調整、検査を行います。

住宅の設計、完成時期、
概算の住宅譲渡代金等を
定めます。

※基本設計及び実施設計と一括で発注する場合も
　あります。

竣工式（多賀城市）

住宅内覧会（大槌町）入居者抽選会（大槌町）

Ｕ
Ｒ

住宅建設に必要な造成工事、取付け道路、
上下水道等のインフラ整備等の開発協議・
調整を行います。

住宅建設用地造成工事（南三陸町） 住宅建設工事～完成（女川町）

被災により住まいを失われた方、原子力災害により避難を余儀なくされている方のための公営住宅を整備します。

用地選定
調査・基本設計

用地取得、開発協議

実施設計、造成・建設工事

入居者募集・住宅内覧

用地選定 用地取得 入居者募集 内覧会 管理

建設要請

調査・基本設計 開発協議・調整 実施設計

工事発注・監理

住宅譲渡

完成・引渡し

住宅譲渡
契約

災害公営住宅整備事業 ー被災自治体からの要請により、ＵＲが住宅を建設し、完成後譲渡しますー

イメージパース（気仙沼市南郷地区）

完成
入居

・基本的な復興まちづくり
　計画を策定します。

高台・嵩上げ市街地での居住・営業
または転出等の意向調査を行い、
事業地区毎のフレームを定めます。



高台の造成により、浸水し
ない安全な住宅地を整備
するとともに、既存の住宅
地の近傍でも安全に居住で
きるエリアとして、盛土によ
る住宅地の整備も行います。

低地部は、商業・業務、観
光業、水産業用地として活
用します。

駅前商業エリア開業式　平成27年12月

女川町中心部地区

女川駅開業　平成27年3月

従前のコミュニティに配慮しつつ高
台移転を行うとともに、振替えを行
う国道４５号から山側で嵩上げ市街
地を整備してきました。
平成27年度末までに全地権者へ宅
地の引渡しが完了しました。

高台住宅地の状況 平成28年4月

復興市街地整備事業事例紹介

まちびらき記念式　平成27年11月

5

宮城県女川町
中心部地区(218ha)

岩手県宮古市
田老地区(45ha)

土地区画整理事業

防災集団移転促進事業

（H28.11撮影）
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災害公営住宅整備事例紹介

岩手県大槌町・町方末広町地区53戸（H28.3完成） 宮城県塩竈市・浦戸桂島地区13戸（H27.2（8戸），Ｈ27.12（5戸）完成） 福島県桑折町・桑折駅前地区47戸（H27.5完成）

宮城県南三陸町　入谷桜沢地区

平成29年1月末までに、65地区計4,062戸が完成しました。



■福島県と災害公営住宅整備に係る協定締結（平成25年11月）

■福島県がいわき市に整備する復興公営住宅1,768戸のうち、
約730戸について、ＵＲが建設予定

○復興市街地整備事業

福島県の避難区域等における復興支援

7

■大熊町が町土復興 ・再生の第一ステップとして位置付けた 「大川原地区復興拠点」 に係る基本計画

　及び基本設計を大熊町より受託。 福島復興再生拠点整備事業(一団地の復興再生拠点市街地形成施

　設)を活用した復興まちづくりの事業化を支援

■双葉町、 浪江町と 「復興まちづくりの推進に向けた覚書」 を交換 （双葉町 ：平成28年９月　浪江町 ：

　平成28年11月）。 復興まちづくりに関する計画、 調査、 設計等に関し、ＵＲが技術的な助言、 提案、

　ノウハウの提供その他の技術支援を行うことにより、 復興まちづくりの加速化に協力

地図使用承認©昭文社第56G107号

内郷宮町地区　H28.5完成・引渡し済

（経済産業省ウェブサイトより）
（http://www.meti.go.jp/earthquake/nuclear/kinkyu.html）

大川原地区一団地の復興再生拠点市街地形成施設
土地利用計画図

（大熊町ウェブサイトより）
http://ohkuma.maildepot.jp/fukkou/

○原子力災害に伴う避難者向け復興公営住宅の整備
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○原子力災害に伴う避難者向け復興公営住宅の整備

市・町 地区 契約時期

女川町 中心部、離半島部 Ｈ24.10

東松島市 野蒜北部丘陵 Ｈ24.11

陸前高田市 高田、今泉 Ｈ24.12

山田町 織笠、山田 Ｈ25.4

宮古市 田老 Ｈ25.6

大槌町 町方 Ｈ25.6

気仙沼市 鹿折、南気仙沼 Ｈ25.7

南三陸町 志津川 Ｈ25.7

大船渡市 大船渡駅周辺 Ｈ25.10

釜石市 片岸、鵜住居 Ｈ25.10

いわき市 薄磯、豊間 Ｈ25.11

山田町 大沢 Ｈ25.11

石巻市 新門脇 Ｈ26.3

民間ノウハウを活用し、効率的でスピーディーな復興事業を推進するため、段階的な工事を大括り化し、
設計・施工・マネジメントをまとめて発注するシステム（ＣＭ方式）をＵＲが先導的に導入しています。

※CM方式以外で工事等を発注する場合もあります。

段階的な大規模工事を
一括発注

事業全体の総合調整を実施

土地区画整理事業等を
UR都市機構に事業委託

＜ＣＭ方式による工事発注実績＞

ＣＭ（コンストラクション・マネジメント）方式による復興の加速化

8

H27.5に開業した野蒜駅 H28.11時点　東名駅周辺ベルトコンベア（現在撤去済み）

ＪＲ仙石線を内陸側の高台へ移設

（計画断面図）

平成２４年８月 平成２８年１１月

ＣＭ方式の活用事例～宮城県東松島市・野蒜北部丘陵地区(92ha)～

　野蒜北部丘陵地区では、仙石線の早期復旧及び集団移転先となる高台宅地の早期完成を目標として、CM方式を
活用した基盤整備を進めています。目標達成のためには、高台で発生する大量の土砂をいかに迅速に搬出するかが
課題でしたが、URとCMRが相互に連携し、ベルトコンベアを活用して短期間で土砂搬出を完了しました。目標通り、
平成27年5月30日には仙石線が全線再開し、平成28年11月に高台宅地をすべて引き渡しました。

東名駅



○宮城県塩釜市　清水沢地区での取組
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○岩手県陸前高田市　今泉・長部地区での取組

　災害公営住宅にお住まいになる方は、 集合住宅に住むのが初めてという方も少なくなく、 入居後の生活に
不安を感じている方もいます。 そうした入居前の不安を取り除き、 逆に楽しみに変えてもらうため、 陸前高田
市や岩手大学、 地元の社会福祉協議会と連携し、 入居前からコミュニティ形成支援を実施しています。

　UR都市機構では、 塩釜市と平成28年4月に 「コミュ
ニティ形成」 に係る協力協定締結し、 災害公営住宅
にお住いの方のコミュニティ形成の支援に取り組んで
います。

○交流会等による入居者や地域住民との交流促進
○集会所等での自主的な住民交流の促進
○災害公営住宅の自治組織の立上げ支援
○入居者キーパーソン、 地元ボランティア等担い手
発掘

○コミュニティ活動を基盤とした集いの場や見守り
等、 地域支えあい活動の立上げや取組の支援

所通東地区

自治組織立上げ

「「建設現場と先に完成した同じ型式の水上団地の見学・交流
バスツアー」を完成4か月前に実施
【目的】　
　　○造成工事・建物工事が進んでいる様子を確認
　　○住宅内を見学し、より具体な生活をイメージ
　　○入居予定者間の顔合わせ・親睦の機会創出

今泉・長部地区の建設現場見学
（バスの車窓から）

住戸見学　水上団地（入居済）の空家

今泉地区

長部地区

昼食会・交流会

■実施概要

平成29年4月の入居後、スムーズな交流活動が期待されます。

具体的に以下の取組を実施

入居者交流イベントの様子

住民意見支援会 入居者主体でイベントの開催

○災害公営住宅におけるコミュニティ形成支援の取組

被災自治体からの委託により、ＵＲはまちづくりの実績や技術力を活かし、復興まちづくり事業計画策定業務、
工事発注支援業務等を実施しています。

■村から復興市街地整備事業（城内地区土地区画整理事業）のコーディネート業務をＵＲが受託。職員２名を派遣

■ 被災自治体が発注する複数地区の復興工事を大括り化し、特に技術力と中立性を要するＣＭ方式による工事発注業務
（工事費積算、発注関連図書作成、提案審査等）をＵＲが受託

■市庁舎の再建と防災拠点の形成を目指す市街地再開発事業支援業務をＵＲが受託

■買取事業スキーム作成、住宅基本計画検討、設計図書・事業費・工事進捗確認等の技術支援業務をＵＲが受託

被災自治体の工事発注支援（岩手県大槌町、宮城県気仙沼市、宮城県石巻市）

事業推進技術支援（宮城県石巻市）

■市内で行われる復興関連工事の事業間調整業務をＵＲが受託

■復興庁・県等関係機関との調整、住民への事業説明会、区画整理審議会運営等をＵＲが中心となって実施

■工事発注後の管理ＣＭＲの指導等、ＵＲが定期的にフォローアップ

復興まちづくりコーディネート業務の実施

○ 市街地再開発事業支援業務（福島県須賀川市）

○復興まちづくり総合支援業務　（岩手県野田村・城内地区）

○発注者支援業務

○災害公営住宅買取業務技術支援（宮城県女川町）

9

気仙沼市・ＵＲ・商工会議所・宅地建物取引業協会が共同で地区内の土地活用希望の地権者と進出企業を
募集し、マッチングを行います。平成26年９月からマッチング会が始動しています。

復興まちづくり事業者エントリー制度
（土地活用希望地権者と事業者のマッチング）

○商業・産業誘致の取組（宮城県気仙沼市・鹿折地区・南気仙沼地区）

地権者
＜土地活用を希望＞

企業等
＜事業展開を希望＞

事務局
（ＵＲ）

登録申込 登録

情報共有
（商工会議所・宅建協会）

登録申込

用地情報検索

引合申出情報提供

マッチング会　H26.9から開始

10組が契約成立

交渉可否の判断

※対象宅地の権利者と引合申出した企業（各々複数）との日程
　調整を行いマッチング会を開催

（H28.10月時点）

情報発信

【申出結果】
・延べ55者
・業種は、スーパーや
　ドラッグストアなど

○鹿折地区
土地区画整理事業

計画面積 約42ha

事業期間 平成24～29年度

（清算期間を除く）

被災された方々の生業や生活の再建に向けて

凡例 住宅地 商業地 工業地 公益施設
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独立行政法人都市再生機構 （ＵＲ都市機構）

（本社） 震災復興支援室
〒231-8315
神奈川県横浜市中区本町6-50-1
横浜アイランドタワー8階
ＴＥＬ：045-650-0876 ＦＡＸ：045-650-0366

（宮城・福島） 宮城・福島震災復興支援本部
〒983-0852
宮城県仙台市宮城野区榴岡4-6-1
東武仙台第1ビル7階
ＴＥＬ：022-355-4531 ＦＡＸ：022-291-8891

（岩手） 岩手震災復興支援本部
〒020-0021
岩手県盛岡市中央通1-7-25
朝日生命盛岡中央通ビル8階
ＴＥＬ：019-604-3066 ＦＡＸ：019-604

2017.2  7,000

-3028

お問い合わせ
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【 フォト＆スケッチ展過去の受賞作品 】

2016年　復興の歩み大賞（フォト）
『記録と記憶』

場所：宮城県松島町

2016年　復興の歩み大賞（スケッチ）
『復興に流れる白滝〜大風景槌』
場所：岩手県上閉伊郡大槌町

2015年　復興の歩み大賞（フォト・スケッチ） 2014年　復興の歩み大賞（フォト・スケッチ）

　復興への歩みを広く発信し、 東日本大震災からの復興を支援するため、 復興に関する写真 ・ スケッチの公

募展を2014年から開催しています。

　３回目の開催となった復興フォト＆スケッチ展2016では、 『復興の歩み〜つなぐ　みんなの想い〜』 をテーマ

に募集を行い、 349作品 （フォト326作品／スケッチ23作品） のご応募をいただきました。

　平成28年12月に受賞作品を発表し、 作品展を行っております。

○東日本大震災復興フォト＆スケッチ展の開催

被災地の復興状況等の発信




